
平成26年度業務棚卸表（政策体系順）

フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

040100-019

国民年金適用等異動届書
の受付及び進達事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

被保険者に係る異動届等の市受付分の手続きがもれなく行われ、日
本年金機構に進達すること。被保険者においては確実な手続きによ
り、将来の受給権を確保する。被保険者の資格得喪、変更、訂正、手
帳の再発行受付及び進達

一般 法定受託事務

国民年金法

12,553

国民年金適用等異動届書
の受付及び進達事務

厚年・国年の異動
者、第１号被保険
者

資格取得届、喪失届他進達件数4,510
件(平成27年２月末現在)

資格取得届、喪失届他進達件数　5,749
件(平成26年3月末現在)
　

資格取得届、喪失届他進達件数　6,462
件(平成25年３月末現在)
　

資格取得届、喪失届他進達件数　6,728
件
　

040100-019-01

040100-020

国民年金保険料免除申請
等の受付及び進達事務

国保年金課07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

経済的な事情等により保険料納付が困難な被保険者の未納期間の
解消。一般の申請免除・猶予及び学生の納付特例の申請受付、所得
調査及び進達、相談

一般 法定受託事務

国民年金法

11,408

国民年金保険料免除申請
等の受付及び進達事務

第１号被保険者 免除・猶予申請書等数　3,217件
学生納付特例　511件
(平成27年２月末現在)

免除・猶予申請書等数　3,045件
学生納付特例　572件
(平成26年3月末現在)

免除・猶予申請書等数　3,331件
学生納付特例　483件
(平成25年３月末現在)　

免除・猶予申請書等数　2,985件
学生納付特例　508件
(平成24年３月末現在)

040100-020-01

040100-021

基礎年金裁定請求事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

申請漏れがなく、適切な申請の指導及び受付・進達処理。全てが１号
被保険者期間の被保険者の国民年金の受給手続き、障害者年金定
時届（所得状況調査含む）受理及び進達、受給資格などの相談

一般 法定受託事務

国民年金法

12,202

基礎年金裁定請求事務

20歳から65歳未満
の未受給者及び年
金受給者

・基礎年金裁定請求書等(未支給等含
む)受付数：297件
・未拠出障害年金等受給権者所得調査
数：841件
・その他障害年金等管理台帳整備数：
531件
・来庁相談件数：1,779件
・電話相談：919件
(平成27年２月末現在)

・基礎年金裁定請求書等(未支給等含
む)受付数：325件
・未拠出障害年金等受給権者所得調査
数：823件
・その他障害年金等管理台帳整備数：
533件
・来庁相談件数：1,432件
・電話相談：949件
(平成26年3月末現在)

・基礎年金裁定請求書等(未支給等含
む)受付数：353件
・未拠出障害年金等受給権者所得調査
数：803件
・その他障害年金等管理台帳整備数：
517件
・来庁相談件数：1,450件
・電話相談：821件
(平成25年３月末現在)

・基礎年金裁定請求書等(未支給等含
む)受付数：362件
・未拠出障害年金等受給権者所得調査
数：785件
・その他障害年金等管理台帳整備数：
495件
・来庁相談件数：1,845件
・電話相談：883件

040100-021-01

040100-022

福祉年金裁定請求事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

受給者全員の所得調査及び関連諸届の進達事務。受給者所得調査
及び関連諸届け

一般 法定受託事務

国民年金法

福祉年金裁定請求事務

明治生まれで、公
的扶助料未受給
者、扶養義

受給者所得調査　0人(平成27年２月末
現在)

受給者所得調査　0人(平成26年3月末
現在)

受給者所得調査数　２人(平成24年度受
給者数)

受給者所得調査数２人040100-022-01

040100-047

後期高齢者医療保険料徴
収事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

被保険者の保険料が後期高齢者医療制度の運営を支えているた
め、収納率の向上を図る。保険料徴収事務

後期高齢 法令の実施義務（自治事務）

高齢者の医療の確保
に関する法律 17,388

後期高齢者医療保険料徴
収事務

後期高齢者 現年度
　特別徴収収納率　　％
　普通徴収収納率　　％
滞納繰越収納率　　　％

※収納率未確定

現年度
特別徴収収納率　100％
普通徴収収納率　99.30％
滞納繰越収納率　40.58％

現年度
特別徴収収納率　100％
普通徴収収納率　99.20％
            滞納繰越収納率　54.25％
（平成25年５月31日現在）

現年度
特別徴収収納率　100％
普通徴収収納率　97.75％
滞納繰越収納率　46.87％
（平成24年3月31日現在）

040100-047-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

040100-050

後期高齢資格審査及び受
給者証発行事務

国保年金課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

後期高齢者医療制度を円滑に運営するため、各種申請書や届け出
書を内容を確認し、岩手県後期高齢者医療広域連合へ送付する。ま
た、同広域連合から送付された被保険者証を被保険者に引き渡す。
各種申請や届け出の受付
被保険者証の引き渡し

後期高齢 法令の実施義務（自治事務）

高齢者の医療の確保
に関する法律 6,870

後期高齢資格審査及び受
給者証発行事務

後期高齢者 被保険者数　　　人
　(平成27年3月末現在）
各種届出件数

※被保険者数等未確定

被保険者数　11,955人
（平成26年3月末現在）
各種届出件数　8,466件

被保険者数　11,749人
（平成25年3月末現在）
各種届出件数　7,816件

被保険者数　11,486人
（平成24年3月末現在）
各種届出件数　7,108件

040100-050-01

040100-057

拠出金等支払業務（支払基
金）

国保年金課07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

支払基金よりの拠出額通知に基づき、各医療費、事務費に対して納
付し、それにより計算された交付金を受け、介護、前期高齢、後期高
齢制度の安定運営を図るもの。・介護納付金支払い・前期高齢者納
付金支払い・前期高齢者の事務処理経費負担・前期高齢者交付金
納入・後期高齢者支援金支払い・後期高齢者支援金にかかる事務費
支払い・老人保健医療費拠出、事務費拠出

国保 （未入力）

1,613,290

介護納付金事務

国保被保険者 介護納付金　499,932千円 介護納付金　506,056千円 介護納付金　482,039千円 介護納付金　404,855千円040100-057-01

前期高齢者納付金事務

国保被保険者 792千円 1,031千円 1,068千円 2,877千円040100-057-02

前期高齢者関係事務費拠
出金

前期高齢者国保被
保険者

79千円 90千円 77千円 94千円040100-057-03

前期高齢者交付金事務

2,015,163千円 1,918,609千円 1,859,101千円 1,608,385千円040100-057-04

後期高齢者支援金

国保被保険者 1,109,081千円 1,101,312千円 1,070,546千円 1,004,932千円040100-057-05

後期高齢者関係事務費拠
出金事務

国保被保険者 79千円 90千円 80千円 96千円040100-057-06

老人保健拠出金事務

国保被保険者 医療費拠出金　0千円
事務費拠出金　41千円

医療費拠出金　　0千円
事務費拠出金　　44千円

医療費拠出金　　　0千円
事務費拠出金　　 50千円

医療費拠出金　　　0千円
事務費拠出金　　 58千円

040100-057-07

043100-074

介護保険料還付業務

長寿介護課07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金の遅滞ない還付。納めすぎた介護保険料を還付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

3,439

介護保険料還付業務

転出者等 還付件数1,143件
（特別徴収993件、普通徴収150件）

還付件数954件
（特別徴収844件、普通徴収110件）

還付件数975件
（特別徴収還付901件、普通徴収還付
74件）

還付件数　1,020件043100-074-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

介護保険料還付加算金業
務

実績なし　0円 実績なし　0円 実績なし　０円 実績なし　０円043100-074-02

040300-310

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

関係法令の周知。北朝鮮拉致に関する窓口対応（拉致に係る人権、
全体的支援対策を除く）

一般 法令の実施義務（自治事務）

北朝鮮当局によって拉
致された被害者等の支
援に関する法律

153

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

拉致被害者 関係法令の周知 関係法令の周知 関係法令の周知 関係法令の周知040300-310-01

040300-312

社会福祉統計事業

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉
行政運営のための基礎資料を得る。福祉行政報告例、民生児童委
員活動実績報告、厚生労働省の国民生活基礎調査・所得調査等の
統計調査

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方自治法、社会福祉
関係諸法 384

社会福祉統計事業

市民 ・福祉行政報告例の総括(報告は各担
当係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回
・国民生活基礎調査の実施　1カ所

・福祉行政報告例の総括(報告は各担
当係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回
・国民生活基礎調査の実施　4カ所

・福祉行政報告例の総括(報告は各担
当係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回

・福祉行政報告例の総括(報告は各担
当係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回

040300-312-01

040300-314

福祉の概要

福祉課07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

業務結果・成果の確認・集計及び行政資料の作成。福祉の概要発行
事業

一般 法令に特に定めのないもの

843

福祉の概要

市関係課等 10月14日発行 10月に作成 年1回作成040300-314-01
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